
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 公害等調整委員会では、公害紛争処理制度の円滑な運営を図るため、都道府県公害審査会会
長や審査会事務局との情報・意見交換等の場として、「公害紛争処理連絡協議会」を開催してい
ます。 
 今年度の公害紛争連絡協議会は、新型コロナウイルスの感染防止のため、書面開催での基本
としつつ、10月 14日に試行としてウェブ会議により、38 名の参加を得て開催しました。 
 連絡協議会では、まず、荒井勉 公害等調整委員会委員長からの挨拶の後、公害等調整委員会
の常勤委員の紹介、その後、相馬清貴 公害等調整委員会事務局長から公害紛争処理等の概況報
告が行われました。本稿では、連絡協議会の概要について御報告いたします。 

公害等調整委員会委員長あいさつ

 公害等調整委員会委員長の荒井でございま
す。本日は、大変お忙しい中、公害紛争処理連
絡協議会に御参加いただきまして、誠にありが
とうございます。 
 本日御参加の皆様方には、日頃より、公害紛
争の迅速・適正な解決のために多大の御尽力を
いただいておりますこと、また、当委員会の業
務に御理解と御協力をいただいておりますこ
とに対しまして、この場をお借りして、改めて
お礼を申し上げる次第でございます。 
 この連絡協議会につきましては、例年、直接、
顔を合わせながら開催させていただいており
ますが、今年度は新型コロナウイルス感染症の
拡大防止の観点から、書面での開催を基本とし
つつ、試行的に本日ウェブ会議により開催させ
ていただいた次第でございます。 
 今般の新型コロナの感染拡大は、公害紛争処
理制度の運用においても様々な影響を及ぼし
ているものと承知しております。例えば、公害
苦情相談におきましては、在宅時間が増えたこ
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とにより、近隣住民との騒音トラブルなどが増
加したり、また、調停手続におきましては、現
地調査や期日が思うように進められないなど、
 
皆様方におかれましても様々な御苦労をされ
ているとお聞きしております。 

 
荒井 勉  公害等調整委員会委員長 

 
 私ども公調委におきましても、当事者ヒアリ
ングや裁定委員会の打合せをウェブ会議や電
話会議で行うほか、期日の開催に当たっても感
染防止対策を十分に講じるなど、様々な工夫を
行いながら、可能な限り手続に大きな遅れが生
じないよう努めているところでございます。新
型コロナの影響による、こうした対応は言うま



 

でもなく初めてのことでございまして、公害紛
争処理制度を担う都道府県、市区町村の皆様、
そして私ども公調委の３者の間で、これまで以
上に情報共有を図り、機能的に連携しながら、
公害問題の解決に当たっていくことが重要で
あると考えております。 
 事件の状況につきましては、後ほど事務局長
から、資料に基づきまして詳しく御説明させて
いただきますけれども、私からも昨今の状況の
概略をお伝えいたしますと、令和元年度に公調
委が新規に受け付けた公害紛争事件は 20 件と
なっており、その新規事件も含めた係属事件件

、
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数は 52件、そのうち終結した事件は 15 件とな
っております。 
 全体の傾向としましては、近年ずっと続いて
いるところでございますけれども、近隣店舗の
室外機からの騒音など、いわゆる都市型・生活
環境型の公害紛争が、引き続き、大半を占めて
おります。その一方で、東京国際空港の飛行経
路の見直しに伴う騒音に係る事件ですとか、自
動車排出ガスによって気管支ぜんそくに罹患
した患者ら約100名による大規模調停事件など
社会性・公共性を有する事件も係属したところ
でございます。 
 また、新型コロナの影響を受けた今年度上半
期、４月から９月までの事件数の状況について
見ますと、公調委、都道府県ともに、新規の受
付件数は前年度と比べて減少しているところ
でございますが、終結件数についても減少して

いることから、結果的に係属事件件数は昨年度
と同水準又は微増の状態となっております。 
 先ほども触れたところですけれども、新型コ
ロナの感染防止のために、在宅時間が長くなる
ことによりまして、騒音などの公害苦情は増加
しているとの報道もございます。このため、調
停や裁定などの申請が下半期に増えてくるの
か、それとも新型コロナの影響によって、申請
自体も躊躇される状況となってくるのかとい
うことにつきましては、今後の推移を見守る必
要があろうかと考えております。 
 いずれにしましても、係属している事件件数
は昨年と同様に高止まりの状況にございます
ので、今後、Withコロナの状況の中で、いかに
して調停や裁定の質を維持しながら、円滑に事
件の手続を進めていくのかということにつき
まして、皆様方とも情報交換を図りながら、研
究を進めてまいりたいと考えているところで
ございます。 
 本日のウェブ会議は初めての試みでござい
ますし、内容も限定されたものとなっておりま
して、誠に恐縮でございますけれども、公害紛
争処理の概況について御報告をさせていただ
き、皆様方との有益な情報交換ができればと考
えております。 
 また、例年、連絡協議会で行われておりまし
た公害調停の事例紹介や外部有識者による講
演につきましては、今後、このようなウェブ会
議も活用しながら開催するほか、担当者の皆様
との勉強会や相談会なども開催し、情報交換を
深めてまいりたいと考えておりますので、その
際には積極的に御参加いただければと存じま
す。 
 最後に、本日の連絡協議会が、公害事件処理
を担当する皆様方と私ども双方にとりまして
有意義なものとなることを祈念いたしまして、
私からの最初の御挨拶とさせていただきます。
どうぞよろしくお願いいたします。 
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公害紛争処理等の概況報告 
（相馬清貴 事務局長）

Ⅰ 公害苦情処理の状況 

１．平成 30年度公害苦情の概況 
 平成 30 年度の全国の公害苦情相談件数は７
万件弱となっており、そのうち、典型 7公害は
約７割を占める。平成 21 年度以降の推移をみ
ると、全体としては減少が続いているが、典型
７公害だけに着目すると、平成 30 年度は微増
となった。 
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 公害の種類別では、典型７公害の中では、「騒
音」が３割以上で最も多く、次いで、「大気汚
染」、「悪臭」の順となっており、上位３つで
全体の約８割を占める。 
 また、典型７公害の直接処理に要した期間を
みると、苦情の 2/3 は１週間以内に、3/4 は１
か月以内に処理するなど、迅速な対応に努めて
いただいているところである。 
 公害の種類別に苦情処理に要した期間を比
較してみると、「騒音」及び「振動」について
は、１週間以内に直接処理した割合が他に比べ
て低くなっており、処理に長期間を要する状況
が見てとれる。 
 全体として受付件数は減少しているものの、
「騒音」「振動」の件数は概ね横ばい又は微増
となっており、これらの苦情処理に長期間を要
することを踏まえると、公害苦情処理担当者の

負担は必ずしも減っていないことが推察され

 
る。 

  今後、苦情相談業務を効率的・効果的に行う
ことができるよう、「騒音」や「振動」などの
苦情の対応の好事例を全国で共有するなど、検
討していきたい。 

 
相馬 清貴 事務局長 

 
２．公害苦情処理担当職員数の状況 
 次に、公害苦情処理担当職員数については、
平成 21 度以降の推移をみると、大きくは変動

 していない。ただし、そのほとんどが兼任であ
り、各自治体において限られた定員のなかで御
苦労いただいているものと思われる。 
 公害苦情相談を担当する職員の不足や、ベテ
ラン職員の退職などにより、苦情相談における
技術の伝承が難しくなってきていると聞いて
おり、公調委としては、自治体同士の連携強化
や技術の横展開、更には相談担当者の育成など
様々な支援を行っていく予定である。 



 

Ⅱ 公害紛争処理事件の状況 

１．都道府県公害審査会等における公害紛
争処理事件 

 都道府県公害審査会等における公害紛争処
理事件については、令和元年度は新規に 45 件
を受け付け、前年度からのものを含め 77 件が
係属し、34 件が終結した。 

 
 令和元年度の新規受付が前年度よりも増加
している一方で、終結件数は減少しており、今
年度の新規受付件数にもよるが、係属事件が増
える要因となっている。コロナウイルス感染拡
大のなかで、いかに手続を進めるかが課題とな
るものと思われる。 

２．都道府県別事件終結状況 
 令和元年度に終結した 34 件の終結状況をみ
ると、打切りは 44％の 15 件、成立は 32％の 11
件、取下げは 24％の８件であった。 
 また、成立した 11 件の合意事項の内訳をみ
ると、「施設利用・作業方法の改善」が６件と
最も多かった。 

 

３．都道府県別公害紛争処理事件受付件数 
 次に、都道府県別の受付件数を過去５年平均
でみると、大阪府、埼玉県、東京都などで多く
の件数を受け付けている一方、１件未満の都道
府県が相当数ある。そういった県においては、
調停委員会の回し方について、ノウハウの継承、
蓄積が難しい状況となっていると聞いている。 

 
４．公調委における公害紛争処理事件 
 公害等調整委員会における公害紛争処理事
件については、令和元年度は、新規に 20 件を
受け付け、前年度からのものを含め 52 件が係
属し、15 件が終結した。また、平成 22 年度か
ら令和元年度の 10 年間に受け付けたそのほと
んどが裁定の申請となっている。 

 
５．公害紛争 ADRの受付件数 
 次に、民事調停を含めた公害紛争 ADR 全体
の受付件数の 10 年間の推移をみると、都道府
県公害審査会等への申請が毎年約 40 件程度、
当委員会への申請は約 20 数件程度であるが、
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裁判所での民事調停は 90 件程度と最も多くな
っている。 
 公害紛争処理の専門機関として、公害等調整
委員会や都道府県公害審査会が設けられてい
ることを踏まえ、市区町村の公害苦情処理との
連携や制度の広報に御協力をお願いしたい。 

Ⅲ 公害等調整委員会の取組の状況 

１．コロナの影響下における課題の取組 
コロナの影響下における課題として、①公害

紛争事件手続がこれまでのようにスムーズに
行うことが難しいこと、②在宅時間が増えたこ
とにより、近隣住民との騒音トラブルなどが増
加しており、公害苦情相談窓口の周知など一層
の広報に努める必要があること、③公害紛争・
苦情処理の担当職員を対象とした研修会の開
催が困難となっており、人材育成が必要なこと
などが考えられる。 

２．事件手続の円滑な進行 
コロナ禍での事件手続の円滑な進行につい

ては、公調委における対応例をあげると、①申
請人及び被申請人に期日の出席者数を可能な
限り抑制するよう要請していること、②出入口
を常時解放し、ドアノブ、テーブル・椅子等を
使用前後に拭き取り清掃するなど、控室や期日
を開催する部屋の換気や消毒に努めているこ
と、③マスク着用の要請や手指の消毒など、期
日に出席する方に協力をお願いしていること、
④３密や飛沫の防止のため、期日の際の座席配
置を工夫したり、アクリル板を設置しているこ
と、⑤期日以外の当事者ヒアリングや委員との
打合せについて、電話会議やウェブ会議を活用
していることである。
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３．公害紛争処理制度の周知・広報 
 昨今、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、
在宅時間が増え、騒音を始めとする公害苦情が
増えていると聞いている。 
 公調委としては、公害でお困りの方が必要な
ときに必要な情報を得られるよう、制度の周知
に努めている。特に身近な公害でお困りの方へ
の案内として、お住まいの市区町村の公害苦情
相談窓口への案内に努めており、リーフレット
を更新したり、政府広報番組を作成したところ
である。 
 政府広報番組の動画については、公調委のホ
ームページにリンクを張っているので、住民へ
の制度の周知に御協力をお願いしたい。 



 

 

 

 

 公調委では、昨今のスマートフォンの普及状
況を踏まえ、公害でお困りの方がインターネッ
トで解決方法を検索することに対応するため
に、公調委ホームページの見直しに力を入れて
いる。 
 特に公害苦情相談窓口については、公調委ホ
ームページに全国の都道府県・市区町村窓口一
覧を掲載するなど、利用者目線での改善を図っ
てきたところである。 
 都道府県の御担当者の皆様におかれても、管
内市町村における公害相談窓口の周知につい
て積極的な協力をお願いしたい。 

４．自治体担当職員の育成支援 
 公害紛争の前段階として発生する苦情への、
より良い対応について支援することにより、公
害紛争処理事件になる前に解決を目指すとと
もに、解決できなかった場合には調停の制度が
あることを周知いただくためにも、自治体担当
職員の育成支援が重要であると考えている。 

 各都道府県においては、新型コロナウイルス
感染拡大のため、研修を中止したり、参加人数
を絞って実施するなど、予定どおり研修を開催
できない自治体が多いと聞いている。 
 公調委としてもそのための支援として、都道
府県主催研修会への公害苦情相談アドバイザ
ー等の派遣のほか、機関誌「ちょうせい」で行
う「誌上セミナー」やホームページの拡充を行
っている。 
 また今後、アドバイザーや外部有識者を講師
として行うウェブセミナーや各種勉強会を実
施する企画を検討している。皆様もこれらを活
用して、職員の育成支援に努めていただきたい。 
 また、皆様方との連携については、当委員会
としても力を入れていきたいので、手伝ってほ
しいということがあれば遠慮なくお申し出い
ただきたい。 
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５．行政手続における押印の見直しの検討 
 押印の見直しについては、「骨太の方針」な
どの閣議決定に基づき、現在、政府部内におい
て、検討が行われているところである。 
 公害紛争処理関連については、基本的に押印
は全て廃止する方向で検討している。都道府県
が行う調停手続については、申請書、参加申立
書への押印が政令で規定されているが、この２
つについても廃止する方向で検討している。 
 いずれにしても政令改正が必要な事項でも
あり、今後の動きについては、皆様に前広に情
報を提供させていただきたいと考えている。 
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６．公害紛争処理法等の改正 
 地方分権推進に係る地方自治体からの改正
提案に応え、公害審査会を置かない都道府県の
公害審査委員候補者の委嘱期間の見直しを行
うため、公害紛争処理法等の改正を行った。 
 本年６月に公布・施行されているので、御承
知置き願いたい。 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考】 
「第 50 回公害紛争処理連絡協議会」の資料
については、公害等調整委員会のホームペー
ジに掲載しています。 
https://www.soumu.go.jp/kouc
hoi/for_local-government.html 
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